
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

歳出額 実質収支 人件費

A B B　/　A

人 千円 千円 千円 ％

（２）職員給与等の状況（普通会計予算） 単位千円

A B B/A

（注）　 1 職員手当には退職手当は含まない。

2 給与費は当初予算に計上された額であること。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） 1 　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００として場合の地方公務員の

給与水準を示す指数である。

2 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

単純平均したものである。

3 　平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与

減額措置がないとした場合の値である。

※ 　平成27年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べて1ポイント以上上昇している場合、

②3年連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

　ラスパイレス指数が3年前に比べて1ポイント以上上昇していること、及び3年連続で上昇している理由として、過去の

新規採用者数の抑制と中途採用職員の高年齢化による早期昇給、中年齢層職員の増加による管理職員（主管以上）

の増加が挙げられます。

　金山町では、金山町定員管理計画に則り職員数の削減や組織機構の再編などを行ってまいりましたが、上記を理由

とした職員年齢層の空洞化や管理職員増加による給料月額の増加が問題となります。今後も県内の民間企業の給与

の実態を反映した福島県人事委員会勧告を踏まえながら、給与水準の適正化や現状を反映した定員管理計画の策定

を行ってまいります。

5,909２６年度 51 191,179 38,765 71,435 301,379

17.0%

区分
職員数 給与費 一人当たり給与費

給料 職員手当 期末・勤勉手当 計

金山町の給与・定員管理等について

区分
住民基本台帳人口 人件費率

（２６年度末）

２６年度 2,350 3,868,055 116,592 657,583
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（４）給与改定の状況

※人事委員会を設置していないため記載なし

（５）給与制度の総合的見直しの実施業況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、棒給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域手当の支給割合の

見直し等に取り組むこととされている。

①給料表の見直し

〔　実施　〕

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表については、福島県人事委員会勧告に準拠し給料表の見直しを実施。激変緩和のため、

経過措置（減給保障）を実施。

他の給料表についても、福島県人事委員会勧告に準じ見直しを実施。

②地域手当の見直し

該当なし

③その他の見直し内容

該当なし
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 （27年4月1日現在）

① 一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

② 技能労務職

金山町 歳 人 円 円 円

うち 運転手 歳 人 円 円 円

うち その他 歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

（注） 1 　「平均給料月額」とは、２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

2 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外

勤務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸手当込み

のものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が

ふくまれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

（２）職員の初任給状況　　　（２７年４月１日）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注） 　「-」は在職職員がいない、または２人以下であることを示します。

- - -

315,600 364,400

技能労務職
高校卒 - - - -

中学卒 -

経験年数25年以上
30年未満

一般行政職
大学卒 - 321,000 361,700 -

高校卒 - -

139,900 -

区分
経験年数10年以上

15年未満
経験年数15年以上

20年未満
経験年数20年以上

25年未満

146,300 150,800 142,100

技能労務職
高校卒 157,500 148,400 -

中学卒 135,300

区　　　　　分 金山町 福島県 国

一般行政職
大学卒 179,300 186,000 174,200

高校卒

類似団体 50.2 19 308,367 332,564 320,380

389,774

国 50.2 2,994 289,141 - 328,318

57.3 3 319,900 337,033 323,358

福島県 53.8 258 370,300 413,761

58.1 5 330,100 373,040 345,262

- - - - -

区分 平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

国 43.5 334,283 - 408,996

類似
団体

41.3 301,497 352,840 330,387

金山町 40.1 313,800 356,140 344,123

福島県 42.8 335,000 420,845 365,724

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）
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３　一般職員の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況　　（２７年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注） 1 金山町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（注） 平成１８年に８級制から６級制に変更している。

（２）　一般行政職給料表の状況

（３）昇給への勤務成績の反映状況

職員の昇給については、毎年４月１日から３月３１日までの１年間の勤務成績に応じ、良好な成績で勤務した職員の

昇給の号給数を４号給（５５歳を超える職員は２号給）とすることを標準として決定している

424,100円
最高号給の
給料月額

252,900円 311,100円 358,200円 393,300円 404,900円

６級

１号級の
給料月額

144,100円 195,800円 232,600円 267,000円 294,200円 325,800円

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

5 級 課長 5 11.4

6 級 課長 2 4.5

3 級 係長・主査 10 22.7

4 級 主幹 12 27.3

1 級 主事 8 18.2

2 級 主査 7 15.9

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

18.20% 15.91%
6.98%

15.90%

9.09%

11.63%

22.70%

25.00% 37.21%

27.30%
31.82%

27.90%

11.40%
11.36%

11.63%

4.50% 6.82% 4.65%
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４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額 （２６年度） １人当たり平均支給額 （２６年度） -

千円 千円

（２７年度支給割合） （２７年度支給割合） (２７年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

　　（加算措置の状況） 　　（加算措置の状況） 　　（加算措置の状況）

・役職加算　５～１５％ ・役職加算　５～２０％ ・役職加算５～２０％

・管理職加算１５～２５％ ・管理職加算１０～２５％

（注）　 　（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（２）退職手当　（２７年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特別措置 その他の加算措置 定年前早期退職特別措置

（3%～45%加算）

（注）　 退職手当の支給率は福島県市町村総合事務組合「市町村職員の退職手当に関する条例」で定められている。

（３）地域手当

該当なし

（４）特殊勤務手当　（２０年４月１日現在）

支給実績（１９年度決済） 千円

支給職員１人当たり平均支給年度（２０年度決済） 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度） ％

手当の種類（手当数）

※平成１７年４月１日から全廃

- - - -

- - - -

-

-

-

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

　　　　　　　　　　　（2%～20%加算）

区　　分 全　職　種

-

41.325 49.59 41.325 49.59

49.59 49.59 49.59 49.59

20.445 25.55625 20.445 25.55625

29.145 34.5825 29.145 34.5825

金山町 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

( - ) ( - ) (1.60) (0.75) (1.60) (0.75)

2.55 1.5 2.55 1.50 2.60 1.50

金山町 福島県 国

1,424 1,684
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（５）時間外勤務手当

（６）その他の手当（２７年４月１日現在）

別に記載 円

〃 異なる 〃 円

〃 異なる 〃 円

〃 異なる 〃 円

〃 〃 円

○扶養手当

○住居手当

１、職員の居住する借家・借間

自ら居住するための住宅を借り受け、現に当該住宅に居住し、月額９，５００円を超える

家賃を支払っている職員

家賃２０，５００円以下の場合 家賃額－９，５００円

家賃２０，５００円を超え、５２，５００円未満の場合（家賃－２０，５００円）×１／２+１１，０００円

家賃５２，５００円以上の場合 ２７，０００円

２．配偶者の居住する借家・借間

（１）単身赴任手当を支給される職員で、配偶者が居住するための住宅を借り受け、現に

当該住宅に配偶者が居住し、月額９，５００円を超える家賃を支払っている職員

（２）単身赴任手当を支給される配偶者のない職員で、単身赴任手当の支給要件に係る子が

現に居住している住宅を借り受け、月額９，５００円を超える家賃を支払っている職員

「職員の居住する借家・借間」により算出される額の１／２の額

支給要件

支給額

１　人　(配偶者なし) 11,000

特 定 期 間 の 加 算 5,000

支給要件

支給額

扶養親族の要件 支給額

配　　　 偶 　　　者 13,000

配　偶　者　以　外 6,500

寒 冷 地 手 当 異なる 3,217千円 53,616

通 勤 手 当 5,265千円 97,500

管 理 職 手 当 1,961千円 245,125

扶 養 手 当 同じ 別に記載 7,260千円 226,875

住 居 手 当 1,954千円 130,266

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(26年度決算)

支給職員１人当たり

平 均 支 給 年 額

（26年度決算）

支給実績（25年度決算） 15,311 千円

職員１人当たり平均支給年度額（25年度決算） 239 千円

支給実績（26年度決算） 18,131 千円

職員１人当たり平均支給年度額（26年度決算） 292 千円
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○通勤手当

１、交通機関利用者

通勤のために交通機関等の利用を常例とすること、運賃等の負担を常例とすること、徒歩

により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２㎞以上であること

運賃等相当額が５５，０００円以下については運賃等相当額

２、自動車等の使用者

通勤のために自動車等の使用を常例とすること、徒歩により通勤するものとした場合の通

勤距離が片道２㎞以上であること

下記支給額のとおり

使用距離区間

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

○管理職手当

○寒冷地手当

世帯等の区分

世帯主である職員
その他職員

扶養親族のある職員 その他の世帯主である職員

17,800円 10,200円 7,360円

役職 支給額

６級の課長、課長相当職 21000円

５級の課長、課長相当職 20,200円

２０㎞ ２２㎞ 13,100円

２２㎞ ２４㎞ 14,300円

１６㎞ １８㎞ 10,600円

１８㎞ ２０㎞ 11,800円

１２㎞ １４㎞ 8,100円

１４㎞ １６㎞ 9,300円

８㎞ 4,400円

８㎞ １０㎞ 5,600円

１０㎞ １２㎞ 6,800円

片道の使用距離 支給額

支給額

㎞ ４㎞ 2000円

４㎞ ６㎞ 3100円

６㎞

支給要件

支給額

支給要件

支給額
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５　特別職の報酬等の状況(２７年４月１日現在）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

(２６年度支給割合）

2.9 月分

(２６年度支給割合）

2.9 月分

（算定方法）

701,000×在職月数×48/100 任期毎

567,000×在職月数×29/100 任期毎

議 員

退
職
手
当

（１期の手当額） （支給時期）

町 長 16,151,040 円

副 町 長 7,892,640 円

119,000

議 員 183,000 230,000 100,000

期
末
手
当

市 区 町 村 長

副 町 長

議 長

副 議 長

667,000 421,500

報
酬

議 長 253,000 316,000 171,100

副 議 長 204,000 251,000

区分 給料月額等

給
料

（参考）　類似団体における最高／最低額

町 長 701,000 828,000 435,600

副 町 長 567,000
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６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

区　分

1 1 0

17 18 -1 退職及び人事異動のため１名減

3 3 0

5 5 0

2 2 0

4 4 0

9 8 1

3 3 0

44 44 0

6 7 -1 教育長欠員のため１名減

6 7 -1

4 4 0

1 1 0

3 3 0

3 3 0

11 11 0

61 62 -1

（注） 　１　　職員数は一般職に属する職員数である。

      ２　　〔　 　　　〕内は、条例定数の合計である。

合 計

〔　96　〕 〔　96　〕 〔　0　〕

特
別
行
政
部
門

教 育

（教育長
を含む）

小　計

会
計
部
門

公
営
企
業
等

病 院

水 道

下 水 道

そ の 他

小　計

一
般
行
政
部
門

議 会

総 務

税 務

農 水

商 工

土 木

民 生

衛 生

小　計

職 員 数
 対前年増減数 主 な 増 減 理 由

部　門 平成２７年 平成２６年
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（２）年齢別職員構成の状況　(２１年４月１日現在）

（３）職員数の推移

( -2% )

( 0% )

( -2% )

( 0% )

( -2% )

11 0

総合計 62 64 64 64 62 61 -1

公営企業等会計計 11 13 12 12 11

0

普通会計計 51 51 52 52 51 50 -1

44 44 -1

教育 6 6 6 6 7 6

部門別

一般行政 45 45 46 46

（ 単 位 ： 人 ・ ％ ）

年度
22 年 23 年 24 年 25 年 26 年 27 年

過 去 5 年 間 の
増 減 数 （ 率 ）

人　　　人　
61

0　　　　1 7　　　　7 3　　　　　11 11　　　　5 5　　　　3 8　　　　0

35歳　　　39歳 43歳　　　47歳 51歳　　　55歳 59歳　　以上

職員数
人　　　人　 人　　　　人　 人　　　　　人　 人　　　　人　 人　　　　人　

48歳　　　52歳 56歳　　60歳

計～ ～～ ～～ ～～ ～～ ～

未満　　23歳

区分

20歳　　20歳 24歳　　28歳 32歳　　　36歳 40歳　　　44歳

27歳　　31歳
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２
０
歳
未
満

２
０
～
２
３

２
４
～
２
７

２
８
～
３
１

３
２
～
３
５

３
６
～
３
９

４
０
～
４
３

４
４
～
４
７

４
８
～
５
１

５
２
～
５
５

５
６
～
５
９

６
０
歳
以
上

構成比

５年前の構成比
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